
 

 

【雇用調整助成金休業等実施計画（変更）届記載例（休業・教育訓練の場合）】 

 

 

 

 

 

 

（※） 変更届の提出は郵送、ＦＡＸ、電子メール等による提出が可能です（た

だし、この方法による場合は、都道府県労働局又はハローワークに届いたこ

とを電話で確認してください。）。 

事前に提出できない場合には、
支給申請書の提出と同時に提出し
てください。 
②～④欄の事項に変更を生じた

ときは、速やかに変更内容を届け
てください。 
ただし、③の事項が届け出た予

定日の範囲内で減少する場合は変
更届の提出を省略できます。 

常時雇用する労働者の数は届

出日現在、「２か月を超えて使用

される者であり、かつ、週当たり

の所定労働時間が当該企業の通

常の従業員と概ね同等である者」

の数を記入してください。 

（参考） 

２か月を超えて使用される者

とは実態として２か月を超え

て使用されている者のほか、そ

れ以外の者であっても雇用期

間の定めのない者及び２か月

を超える雇用期間の定めのあ

る者を含みます。 

 

週当たりの所定労働時間が当

該企業の通常の従業員と概ね

同等である者とは、現に当該企

業の通常の従業員の週当たり

の労働時間が40時間である場

合は概ね40時間である者をい

います。 

届出事業主の主たる事業を○で

囲んでください。 

（始期）として指定した日から

１年間が対象期間となります。 

休業を予定する実日数（１時間

以上行われる休業も１日として

計上）を記入してください。 

賃金締切日が毎月一定の期日

で定められている場合、○で囲み

日付を記入してください。 

休業を予定している実人数（雇

用保険被保険者）を記入してくだ

さい。 

（※）中小企業事業主とは、 

 小売業（飲食店を含む） 
 サービス業 
 卸売業 
 その他の業種 

 資本金 5,000万円以下又は従業員  50人以下 
 資本金 5,000万円以下又は従業員 100人以下 
 資本金   １億円以下又は従業員 100人以下 
 資本金   ３億円以下又は従業員 300人以下 

 をいい、大企業事業主とは中小企業事業主に該当しないものをいいます。 

裏面がありますので、必ず計画届の裏面を読んだ上で申請してください。 


